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要旨

本論文は、新しい製造物責任（ PL ）法制時代における企業価値評価モデルを提案する。

現代では、 AI 、ソフトウェア、デジタル製品の拡大により、製品安全性、規制対応、情報
透明性、 AI リスク管理が企業価値へ直接影響している。

本研究では、 PL 法、 UNSPSC 、 XBRL 、 AI 、三式簿記を統合した

「企業価値統一方程式（ UCVE ）」を提示する。

本モデルでは、企業価値を市場空間上の流体として扱い、製品安全、信頼、技術革新、 PL
リスクを数式化する。

さらに、 UNSPSC 単位で企業価値を分解し、商品別の利益率、 PL リスク、成長性を分析可
能とする。

本論文は、 IR 、統合報告、 AI 経営、リスク調整後企業価値分析への新しい理論基盤を提
供する。



　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 



　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 



　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 



　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 



 



　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 



　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 



　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 



　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9. 産業構造比較

本モデルでは、企業価値構造を次のように説明できる。

企業 業種 PL 利益率
NVIDIA AI 半導体 低 非常に高い
Oracle ソフトウェア 低〜中 高い
Toyota Motor Corporation 自動車 高い 中程度

AI 半導体やソフトウェア産業は、

低 PL
高利益率
高標準化
高拡張性

を持つため、高時価総額を形成しやすい。
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